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社員 36.1％）、費用がかかりすぎる（正社員 36.5％、非正社員 32.7％）が多い。 
 
 また、個々人の自己啓発の実態については、一人当たりの平均延べ受講時間は、正社員





けた者は、正社員では 38.0％、非正社員では 28.2％となっている。 
特に個人の自己啓発の実態を見ると、企業における自己啓発支援も個人の自己啓発も全
体として減少傾向である上に、学習時間も、正社員で年間 83.1 時間、これは 1 日当たり







日本の OJT は質が高いといわれてきたが、1990 年代以降、日本的雇用慣行が変容する中
でうまく回らなくなってきた。雇用形態も変化して、非正規雇用（特に女性）など、そも
そも OJT が十分に受けられない人が多数存在し、企業における人材育成のあり方も見直し
を迫られている。Off-JT や自己啓発を効果的に活用して OJT を補完していくことも今後





































2 時間前後になる｡1 年を通してみると、2 割を超える正規雇用者が、パソコン・ビジネス
実務・外国語・一般教養等の学習活動を自由時間に行っていた。学習に肯定的な層の実態
を裏付けたものである。能力開発基本調査の結果と照らし合わせると、学習の二極化が想













































仮説 2：従業員の積極的な自己啓発行動に、企業が実施する OJT・Off-JT などの人材育成
施策が影響を与えているのではないか。 
 






























訪康雄研究室で共同調査（Web 調査）を実施した。2009 年 10 月 16 日（金）～19 日（月）
にかけて、調査会社に登録した、全国の 20 歳から 79 歳までの男女のうち、学生・公務員
を除きランダムに抽出したモニターに対して、メールで案内を出し、先着順に回収した。
有効回答者数 4036 名のうち、現在もしくは過去何らかの形で雇用者として就業経験があ




度」「受けた Off-JT の有用度」の 3 項目群、42 項目を中心に設計した（4 段階スケール）。
合わせて、「学校教育の有用度」については、西川桃子が設計した 8 項目（4 段階スケール）
を、「自己決定意識」については、石山恒貴が先行研究をベースに用いた「自己決定意識」
因子のもととなった 8 項目（4 段階スケール：石山,2011）を、許諾を得て独立変数として
利用した。「キャリア状況変化」（5 年前と比べた現在のキャリア状況変化）については、






今回対象となった 2896 名の内訳は、性別は、男性 1700 名、女性 1196 名、雇用形態は、
正社員 1800 名、非正社員 693 名、その他（過去雇用者だった人）403 名、年齢階層は、
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性別 男 1700 58.7
女 1196 41.3

























 本尺度の因子抽出に関しては、西川が作成した設問をもとに、関係 8 項目の回答に対し
て主因子法・Promax 回転による因子分析を実施し、「体力・徳育・人間的基礎教育」（第
1 因子：α=.75）、「視野拡大・将来教育」（第 2 因子：α=.73）、「学力向上教育」（第 3 因
子：α=.54）を抽出した。「学力向上教育」についてはαが.60 を下回り十分な信頼性係数
が得られなかったので、分析の対象から外した。Promax 回転後の最終的な因子パターン
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スポーツ・体力向上 .72 -.08 .06
道徳や思いやりの教育 .64 .00 .11
表現力やコミュニケーションの教育 .61 .29 -.09
進路や職業の教育 -.06 .70 .13
性教育 .12 .65 -.07
美術・音楽などの教育 .09 .56 .09
基礎的な学力の教育 .34 -.16 .58
受験向け教育 -.16 .27 .57
 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ
Ⅰ - .60 .43
Ⅱ - .39




 本設問は、清水誠司、早川由美を含めた 3 名によって作成された。尺度の因子抽出に関
しては、関係 12 項目の回答に対して主因子法・Promax 回転による因子分析を実施し、「自
己啓発積極実施」（第 1 因子：α=.77）、「教育訓練積極実施」（第 2 因子：α=.73）、「雇用
危機感」（第 3 因子：α=.58）を抽出した。「雇用危機感」についてはαが.60 を下回り十
分な信頼性係数が得られなかったので、分析の対象から外した。Promax 回転後の最終的
な因子パターンと因子間相関を表 3 に示す。 
 
(3)「受けた OJT の有用度および受けた Off-JT の有用度」尺度の因子構造 
 尺度の因子抽出に関しては、関係 30 項目の回答に対して主因子法・Promax 回転による
因子分析を実施し、最終的に 23 項目から「OJT 業務遂行」（第 1 因子：α=.93）、「Off-JT
中長期視野考察」（第 2 因子：α=.92）、「OJT・Off-JT 顕在的知識・スキル習得」（第 3 因
子：α=.82）、「Off-JT 業務関連基礎知識」（第 4 因子：α=.89）を抽出した。Promax 回
転後の最終的な因子パターンと因子間相関を表 4 に示す。 
 
(4)「自己決定意識」尺度の因子構造 
 本尺度の因子抽出に関しては、石山（2011）に倣い、自己決定理論（Deci & Ryan, 1985: 
Ryan & Deci, 2000）に基づき、新井・佐藤（2000）、安藤（2001）が自己決定意識尺度
の下位尺度として検証した「自己決定志向性」尺度を利用した。関係 8 項目の回答に対し
て主因子法・Promax 回転による因子分析を実施し、先行研究で確認されている「自己決
定意識」（第 1 因子：α=.88）を抽出した。Promax 回転後の最終的な因子パターンを表 5
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に示す。 
































資格を取得していると転職に有利だと思う -.04 .13 .43
 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ
Ⅰ - .51 .49
Ⅱ - .40




 本尺度の因子抽出に関しては、亀島（2010）が抽出した 4 因子を、許諾を得て引用した。
亀島が抽出した因子に依拠しつつ、本研究の調査対象 2896 名に、再度関係 25 項目の回答
に対して主因子法・Promax 回転による因子分析を実施し、最終的に 24 項目から、亀島
（2010）の通り、「新たな環境適応性変化」（第 1 因子：α=.90）、「社内通用性変化」（第
2 因子：α=89）、「社外通用性変化」（第 3 因子：α=.88）、「労働環境・条件変化」（第 4
因子：α=.76）を抽出・引用した。Promax 回転後の最終的な因子パターンと因子間相関
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表 4 「受けた OJT の有用度および受けた Off-JT の有用度」 
   尺度の因子分析結果（Promax 回転後の因子パターン） 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
OJT：社内の仕事の流れ・業務フ
ローの理解
.86 -.17 -.12 .25
OJT：仕事に関連する知識の習得 .81 -.15 -.07 .23
OJT：仕事上の実際の問題解決 .78 .16 .00 -.12
OJT：仕事に関連する知識の体系
化・概念化
.76 -.06 -.02 .18
OJT：他者からの学び・気づき .69 .14 .06 -.09
OJT：人的ネットワークの構築・交
流の促進
.66 .29 .01 -.18
OJT：仕事における自らの役割の理
解








.60 -.02 .25 -.01
Off-JT：仕事におけるモチベーショ
ンの向上
-.03 .83 .02 .00
Off-JT：仕事における自らの役割の
理解
.08 .80 -.13 .12
Off-JT：自社・自組織の戦略や方
針・基本的な考えの理解
.09 .79 -.08 .05
Off-JT：自らを振り返る機会・内省
する機会・キャリアを考える機会
.07 .75 .04 -.01
Off-JT：人的ネットワークの構築・
交流の促進
.11 .62 .04 .06
Off-JT：転職に役立つ能力の向上 -.17 .60 .28 .01
Off-JT：仕事上の実際の問題解決 .08 .46 .08 .26
OJT：資格取得 .02 .02 .74 -.05
OJT：IT・パソコンスキルの習得 .30 -.16 .69 -.06
Off-JT：資格取得 -.14 .26 .57 .11
Off-JT：IT・パソコンスキルの習得 -.06 .13 .56 .18
Off-JT：社内の仕事の流れ・業務フ
ローの理解
.02 .09 .06 .76
Off-JT：仕事に関連する知識の習得 .06 .08 .00 .74
Off-JT：仕事に関連する知識の体系
化・概念化
.09 .24 .01 .57
 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
Ⅰ - .64 .54 .61
Ⅱ - .64 .64
Ⅲ - .51
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表 5 「自己決定意識」尺度の因子分析結果 
  （Promax 回転後の因子パターン）： 
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表 6 「キャリア状況変化」尺度の因子分析結果 
（Promax 回転後の因子パターン）： 
亀島（2010）をもとに再計算 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
仕事での新たな環境に適応していく
力
.87 -.03 -.06 -.01
仕事をするための記憶力・思考力・
集中力などの基礎的な精神力
.83 -.03 -.04 -.02
仕事上の急激な変化に対応できる力 .76 .10 .01 -.10
仕事によるストレスへの対応力 .74 .00 -.15 .09
現在とは全く違う仕事に活用できる
能力
.74 -.20 .18 .00
経験したことのない仕事に新たに取
り組む能力
.61 .06 .15 -.01
仕事に取り組むやる気や根気 .60 .15 -.02 .10
仕事に取り組むための基礎体力 .51 .06 .07 .06
社内における自分の重要性や価値 -.02 .90 .08 -.12
社内での自分の役立ち度 .07 .80 .11 -.16
社内での仕事の成果や能力に対する
評価
.05 .70 -.12 .16
会社での地位・役職 -.15 .68 -.05 .23
現在の仕事で必要とされる能力･知
識
.04 .48 .37 -.05
仕事での成果・業績 .31 .46 .03 .07
転職してもすぐに役に立つ能力・知
識・経験
-.03 -.12 .92 .06
社外でも通用する専門性 -.01 .05 .82 -.02
社外でも評価される能力・知識・経
験
-.02 .17 .74 -.01
転職しても、今と同等又は同等以上
の労働条件で採用される自信
.14 -.01 .52 .12
リストラ（退職勧告等）の対象とな
らない自信
.04 .29 .42 .01
福利厚生 -.03 -.03 -.02 .78
教育訓練(研修等）や能力開発の機
会
-.04 .10 .11 .62
職場の環境（照明・空調・騒音・レ
イアウト等）
.10 .05 .01 .54
労働時間・休日等の労働条件 .14 -.19 .07 .52
賃金水準 -.07 .29 -.03 .49
 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
Ⅰ - .63 .67 .49
Ⅱ - .73 .56
Ⅲ - .47
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3.3 人材育成および能力開発行動とキャリア形成に関する因果モデルの検討 




















体力・徳育・人間的基礎教育 2896 2.72 .61 .01
視野拡大・将来教育 2896 2.32 .60 .01
教育訓練積極実施 2288 2.33 .55 .01
OJT業務遂行 1408 2.78 .60 .02
Off-JT中長期視野考察 1018 2.42 .62 .02
OJT・Off-JT顕在的知識・スキル
習得
953 2.52 .64 .02
Off-JT業務関連基礎知識 1474 2.68 .67 .02
自己決定意識 2896 3.18 .47 .01
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 表 9 は男性正社員の重回帰分析の結果である。表 9 からは以下のことが読み取れる。 





 第 2 に、男性正社員の自己啓発行動は、キャリア状況の変化における全ての項目に対し
て有意であることが特徴的である。また、自己啓発行動に直接影響を与えている自己決定
意識も同様にキャリア状況の変化における全ての項目に対して有意であった。さらに、自




- .601** .166** .232** .321** .404** .417** .343** .348** .205** .191** .173**
2 視野拡大・将
来教育
- .086** .209** .290** .295** .331** .252** .249** .218** .168** .182**
3 自己決定意識 - .292** .119** .204** .206** .152** .131** .265** .198** .218**
4 自己啓発積極
実施
- .454** .382** .426** .315** .288** .292** .247** .305**
5 教育訓練積極
実施
- .479** .550** .457** .464** .263** .285** .274**
6 OJT業務遂行 - .684** .584** .623** .241** .278** .237**
7 Off-JT中長期
視野考察




- .573** .238** .242** .220**
9 Off-JT業務関
連基礎習得
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己決定意識には OJT や中長期的な視点での Off-JT が影響を与えていた。 
 第 3 に、キャリア状況の変化に対して、OJT は社内通用性変化についてのみ有意である
のに対して、Off-JT 中長期視野考察は社内通用性変化、社外通用性変化いずれにも有意に
働いていた。特に社内通用性や社外通用性を高めていく意味では、自己啓発、自己決定意
識と中長期的な視点での Off-JT を組み合わせることが有効であるものと推察される。 
 
表 9 男性正社員の重回帰分析結果 
学校教育の有用度 体力・徳育・人間的基礎教育 .303 *** .223 *** .219 *** .192 *** .226 *** .135 **
視野拡大・将来教育
第１段階 教育訓練積極実施 .421 *** .464 *** .374 *** .376 *** .428 *** .204 ***
第２段階 OJT業務遂行 .131 * .165 *** .159 **






第３段階 自己決定 .224 *** .169 *** .119 * .132 **
第４段階 自己啓発積極実施 .125 * .156 ** .225 ***
Adjusted R² .091 *** .288 *** .333 *** .221 *** .245 *** .091 *** .382 *** .225 *** .191 *** .175 ***




























 表 10 は女性正社員の重回帰分析の結果である。表 10 からは以下のことが読み取れる。 
第 1 に、学校教育の有用度については、男性正社員同様、体力・徳育・人間的基礎教育
が教育訓練の受講や OJT・Off-JT の有用度、自己決定意識に影響を与えていた。加えて、
短期的な視点での OJT・Off-JT に対して視野拡大・将来教育が影響を与えていた。 
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表 10 女性正社員の重回帰分析結果 
学校教育の有用度 体力・徳育・人間的基礎教育 .286 *** .353 *** .342 *** .239 * .267 ** .216 *
視野拡大・将来教育 .275 ** .233 **
第１段階 教育訓練積極実施 .274 *** .339 *** .176 * .374 *** .327 **
第２段階 OJT業務遂行





第４段階 自己啓発積極実施 .243 *
Adjusted R² .079 *** .254 *** .315 *** .299 *** .247 *** .061 ** .292 *** .055 * .119 ** .120 ***





























表 11 は女性非正社員の重回帰分析の結果である。表 11 からは以下のことが読み取れる。 
基本的には女性正社員と同様の傾向である。女性非正社員に特徴的な点として、視野拡大・
将来教育が自己決定意識にマイナスに作用すること、キャリア状況の変化に対して直接有





表 11 女性非正社員の重回帰分析結果 
学校教育の有用度 体力・徳育・人間的基礎教育 .319 *** .367 *** .323 *** .243 ** .188 **
視野拡大・将来教育 -.222 * .317 ** .286 *
第１段階 教育訓練積極実施 .241 ** .430 *** .360 *** .417 *** .543 ***





第３段階 自己決定 .195 *
第４段階 自己啓発積極実施 .294 **
Adjusted R² .100 *** .248 *** .390 *** .239 *** .262 *** .127 ** .352 *** .282 *** .223 *** .203 ***








































 仮説 2 については、男女・雇用形態を問わず、教育訓練の積極受講が直接的に自己啓発
行動に影響を与えていた。教育訓練と自己啓発については相互補完的に実施されるためだ
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